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１．はじめに 

持続可能な交通手段への自発的な行動変容を促すコミュニケーション施策として，

近年モビリティ・マネジメント（MM）が注目されている．とりわけ，ひとり一人，あるいは世

帯毎に個別コミュニケーションを図る施策であるトラベル・フィードバック・プログラム（以

下 TFP）は，代表的な MM 施策の一つであり，日本でも 2005 年に国土交通省の行政

施策の中に位置づけられて以来，様々な形で施策が実施されている．さらに，MM実施

のための知識や技術を共有する場として，2006 年以降は日本モビリティマネジメント会

議（JCOMM）の開催や，MM の手引き書の発行等により MM 知識の体系化も進められ

ているところである．国内事例を包括的に分析した結果によると，自動車利用 19%削

減，公共交通利用約 3 割増加という大きな効果が示されている． 

しかしながら MM の技術に関する研究は蓄積されてきているものの，個別的なコミュ

ニケーションのみで構成される小規模な MM が主流である一方で，テレビや新聞といっ

た「マスメディア」を活用した大規模な MM については，実務的に展開していくための知

見が十分にあるとは言えないのが現状である． 

ついては本研究では，「マスメディア」を活用し，過度な自動車利用からの行動変容

を促すコミュニケーション施策を実施し，その有効性を検証することとした． 

 

２．プロジェクト概要 

２．１ 対象マスメディア 

世帯の自動車利用に，各家庭の主婦が一定の影響を及ぼしている可能性は十分に

考えられるところであり，これまでも，京都府の MM の取り組みにおいて，女性を対象と

したコミュニケーションがしばしば実施されてきている．こうした認識から，本研究でも，

主婦層を中心とした女性を主たる読者とした地域マスメディアである「リビング京都」を

活用した MM を実施した．ここに「リビング京都」とは，以下の特徴を持つ女性を中心に

非常に熱心に読まれている新聞である． 

①毎週土曜日付，京都西南，中央，東南に計約 51 万部無料配布 

②「リビングレディ」と呼ばれる地域のオピニオンリーダー的役割の女性が 

ファミリー世帯へ全戸配布 

③30～40 歳代のミセスをコアターゲット 

④女性編集者が地域に密着した生活に関する様々な情報を掲載 

⑤読者の約半数が新聞の情報によって行動した経験を有する 

２．２ 「リビング京都」の読者を対象とした紙面コミュニケーション 
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読者への最初のコミュニケーションとして，2007 年 3 月 24 日発行の「リビング京都」

第 4 面に，プロジェクトの概要や参加者の募集記事を掲載し，「かしこいクルマの使い

方」を普段から心がけてもらいたいという旨のメッセージと共に，ＴＦＰへの参加を呼びか

けた．また，その際に参加申込票として，折り込みチラシも同封した．記事構成を表１に

示す． 

表１ 第 1 回「リビング京都」における紙面掲載概要 

見出し 
２万人の参加者募集 かしこいクルマの使い方を考えるプロジェクト京都 
『あなたも，健康とエコライフのためにクルマの使い方を見直してみませんか？』 

上段 
クルマの使い方を見直すことが，「健康・ダイエット」や「エコライフ」に繋がるというメッ
セージをインタビュー形式で掲載 

中段 プロジェクトの紹介／リビングレディのＴＦＰ実施結果・感想 

下段 
読者への参加の呼びかけ 
『ふだんクルマを使っている読者 2 万人の参加者募集』 

 

２．３ 「リビング京都」の読者を対象とした追加コミュニケーション 

第１回の記事掲載に加えて，①第 2 回，3 回の記事掲載，②WEB ページの開設，③

ＴＦＰ参加者読者に対する口コミの依頼等の追加的なコミュニケーションによりプロジェ

クト参加者の拡大を図った結果，最終的な TFP 参加応募読者は 1,824 人であった． 

２．４ ＴＦＰ応募読者を対象としたコミュニケーション 

ＴＦＰ応募読者のうち，住所等が不明な人を除いた1,815人に対して，①かしこいクル

マの使い方を呼びかける啓発冊子，②公共交通マップ等の情報提供とともに，クルマ

利用に関する行動意図や手段別の利用回数等を尋ねる③コミュニケーションアンケー

トを実施した．また，アンケート回答者 1,066（回収率 77.4%）に対して約 1 ヶ月後に TFP

実施前後のクルマ利用の抑制意図や，交通行動の変化を計測するための事後アンケ

ート調査を実施した．ただし，紙面の都合上，結果の詳細については割愛し文献１に

譲ることとする． 

２．５ 記事掲載によるプロジェクト評価アンケート 

紙面に触れた人と触れなかった人々の交通行動・意識を比較することで，記事掲載

によるプロジェクト効果を測定するために，第１回目の記事掲載から 2 ヶ月後に「リビン

グ京都」とともにポスティングにより 5,000 名にアンケート調査（ハガキ長 3 定形）を実施

し，記事の記憶の程度やクルマ利用の抑制意図や，交通行動の変化を尋ねた． 

 

３．プロジェクト評価 

３．１ 記事への接触記憶度別の態度行動変容 

２．５にて述べた調査における有効回収数 1,698（回収率 34.0%）のうち，自動車免許

非保有者 213 名を除く 1,485 人のデータを分析した．その結果，TFP 非参加者の第１

回目のプロジェクトに関する記事を「よく覚えている」人が 3％（44 名），「何となく」覚えて

いる人が約 10％（146 名）という結果が示された．この数値は必ずしも大きい数字ではな

いが，全体が 51 万世帯であることを勘案すると，数万人が 2 ヶ月前の記事内容を記憶

していたものと考えられる．そして，図１により，「よく覚えている」人の 70.4%，「何となく覚
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えている」人の 74.7%と，大半の人の行動が変わり，その度合いは，記事への接触記憶

度が高い方が大きいことが分かる． 

次に，記事への接触記憶度別に「一人一ヶ月あたりのクルマ利用時間（分）」を比較

した結果，図２により，記事について幾ばくかでも記憶している被験者は，記事を「読ん

でいない」と回答した被験者と比較して 12%～25%程度クルマ利用時間が短い．特に「よ

く覚えている人」のクルマ利用時間との差が大きいことから記事によってクルマ利用が

削減した可能性が示唆される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 行動変化の自己申告値  図２ 一人一ヶ月あたりのクルマ利用時間（分） 

 

３．２ 費用対効果の検証 

３．２．１ 前提条件 

以下の考え方に基づき，記事掲載によるプロジェクト効果を「リビング京都」の配布地域全

体である約 51万世帯に拡大し，MM施策の効果を経済的観点から評価した． 

①「読んでいない」人を基準とし，「何となく覚えている」人と「よく覚えている」人は記

事によってクルマ利用が削減したと仮定 

②市域全体でのクルマ利用を削減した人の割合が，回答者内でのその割合と同等

と考える（Ａ）． 

③各世帯で行動が変わる人は１人のみとする（Ｂ）． 

    →（約 6.5 万人の行動が変化） 

なお，Ａは過大評価，Ｂは過小評価を産むという，互いに相反するバイアスをもって

おり，互いに相殺する部分が存在するものと考えられる． 

３．２．２ 評価指標 

評価指標の検討においては，福岡で実施されたＭＭの評価指標等の既往の検討を

踏まえつつ MM 施策の費用便益分析手法の論点を改めて整理した上で，表２に示す

健康増進便益，燃料費用削減便益，環境改善便益，自動車の移動時間減少便益等

の計 6 項目の算定方法を改めて検討した． 

具体的には，各評価指標における算定式を用いて，記事を「何となく覚えている」人

と「よく覚えている」別に有意差または有意傾向が見られた交通行動においてのみ記事

の効果があったと考え，各便益を「リビング京都」の配布地域全体に拡大し，本プロジェ
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クトにおける総便益を算出した．その結果，総便益は約 79,000（万円/年）となった．一

方，アンケート調査発送や「リビング京都」への記事掲載等に要した本プロジェクトにお

ける総費用は 3,350（万円）となった． 

以上より，対象期間を 1 年と仮定して算出した本プロジェクトの費用対効果は約 23.5

という大きな効果を示す結果となった． 

 

４．おわりに 

本研究では，マスメディアを活用したＭＭの有効性を検証することを目的として，クル

マ利用と環境問題や健康との関わりなどについての情報を紙面に掲載し，多くの人々

に「かしこいクルマの使い方」を呼びかける大規模な MM を実施した．その結果，マスメ

ディアを用いた大規模コミュニケーションにより，少なくとも一部の人々（約 1 割強）にお

いてはクルマ利用が抑制され，MMによる大規模な社会的便益（約 8億円：B/C=23.5，

CO2 削減量が約 3 千 9 百トン）が見込めることが示された 

ただし，例えば「特定地域の混雑解消」等のためには，大多数の人々の参加が見込

める「大規模かつ個別的なＴＦＰ施策」が効果的であると考えられることから，個別的ＴＦ

Ｐとマスメディア戦略を適宜組み合わせていくことが重要と考えられる． 

今後は，TFP とマスメディアを用いたコミュニケーションを同時に行う仕組みや，新聞

以外のメディアの有効性等の検討が必要であると考えられる． 

表２ 各指標の算出式および算出結果 

便益指標 算出式 （円/人・日） 
便益 （百万

円/年） 

健康増進便益 

（医療費の削減） 
= 徒歩時間に対応する医療費の差 約 366

交通事故損失 

減少便益 

= 交通事故による損失費用 × 交通事故遭遇確率  

× クルマ利用時間の変化量 

約 202

公共交通移動費用の 

増加および 

運賃収入増加便益 

=公共交通平均運賃 × 公共交通利用回数の変化 
約 126※

 

クルマ走行費用 

（燃料費）削減便益 

= ガソリン価格× クルマ平均旅行速度  

×クルマ利用時間の変化量 
約 214

環境改善便益 

(ＣＯ２排出量の削減） 

= ＣＯ２１ｇ当の費用 × 手段別ＣＯ２排出量原単位  

×手段別利用時間の変化量 

約 4.8

約 39（百

t-CO2/年）

※「公共交通移動費用の増加」便益は，社会的には交通事業者の「運賃収入増加便益」であること
から，社会全体で見た場合，両者は相殺されるものとして計上していない． 
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